
弱視治療の対象 ①視器・視路に異常がないただし 2次的に起こる場合あり

原因は②斜視と形態覚遮断

すなわち③治療や訓練(リハビリテーション)で機能が回復するもの

１）弱視治療の対象となる弱視（原因） ２）視能訓練の効果が出やすい時期 ３）弱視視能矯正の方法 ４）効果の判定（治癒基準）

機能弱視

器質弱視

視力障害が可逆的で、光
学的矯正や視能矯正・訓
練によって視力が発達す

るもの。

心理的原因で起こるも

の。これは心理的要因
に対応する療育が主体
である。

心因性弱視（心因性視覚障害）

視能学Ｐ439では左記、視能矯正学P219では器質的変化そのものによる視

力低下を意味するのではなく器質的変化があり、本来の視力低下に更に機
能的発達遅延が加重されたものとなっている。感受性期間なら後者の方が
すっきりする。もし左記の定義なら眼疾患又はロービジョンというべきであ

る。先天白内障は先天だから視力が学習される前だから機能弱視の形態覚
遮断になる。要するに視力の発達が見込めるか？見込めないか？でしょう。

斜視弱視

不同視弱視

屈折異常弱視

経線弱視

形態覚遮断弱視

弱視の種類による感受性期間と効果期間

空欄をまとめておく
こと！

赤番号は予後の
良い順番。

一般的な感受性期間

感
受
性

年齢３Ｍ ８歳

感受性期間

視性刺激遮断 弱視の程度

起こった時期 早いほど

程度 強い 強い

期間 長い

2～3 歳

6Ｍ～１歳

5歳

5歳

下記網掛け
説明は別紙

①光学的視能矯正―眼鏡（CL）
・プリズム

(特に屈折関係の弱視と ET は調節麻痺下

屈折矯正）

②能（作）動的視能矯正―遮閉法
・弱視視能訓練

③薬理学的視能矯正 そして両眼視訓練へ

①原則は早期発見・早期治療

②晩発性のもの

③視覚の感受性期内

（視力発達の臨界期にある間）での治療

主な弱視の分類

＊健眼視力と固視チェック要
①屈折異常のある場合：完全屈折矯正(特に ETの場合は

調節麻痺薬点眼）
②昔：頑固な偏心固視：Bangerter 法、C

・・

uppers 法
現在：健眼（漸増）遮閉（斜視眼の視力が 0.1 以下の場合

→遮閉時間は短期間～年齢と馴れに従い終日遮閉へ）
患眼作動法による訓練・抑制除去訓練・逆プリズム

③向精神神経薬（主にアモバルビタール）の薬理作用（脱抑

制効果）90％の視力改善視能矯正学Ｐ378 より

＊眼鏡度数のチェックと装用状態の把握がポイント
①完全屈折矯正（屈折矯正値は調節麻痺薬点眼後の屈折値から毛様

体筋の生理的トーヌスを 0.5～1.0 減弱させた度数の場合あり）

矯正法
眼鏡：左右差が 3～4Ｄ程度までは、小児では眼鏡装用が可能だが、

個人差がある(軸性のみなら左右差は関係ない)

コンタクトレンズ適応：不等像視が起こり、両眼視に影響がでる場合
②眼鏡矯正のみでは視力の向上が得られない場合：健眼時間遮閉と患
眼作動法による視力増強訓練・ペナリゼーション・（両眼視獲得訓練）

＊弱視治療の適応とはなりにくい。（視力向上に限界）
①不同視がある場合：眼鏡またはコンタクトレンズの装用で屈折矯正
②弱視訓練：ペナリゼーション、健眼遮閉法と患眼作動法・ Moore‐

johnson 法
（訓練後視力の改善があった場合：両眼視訓練－抑制・異常対応
除去訓練）

＊早期発見、早期治療
①屈折異常が検出された場合：早期より屈折矯正
先天白内障：早期に白内障手術、眼鏡またはコンタクトレンズで屈折矯正

＊片眼性：コンタクトレンズを装用（視覚中枢の萎縮がおこり、治療に対し
ては絶望的だが、弱視の治療効果が認められるタイプがある）
②弱視訓練：健眼遮閉、固視訓練

（字づまり視力が 0.8～1.0 で安定した場合：両眼視訓練）

原因疾患の治療

＊根本治療は心因を明らかにし、その原因となっている
要因をとりさるような指導が重要

時には①眼鏡希望の患児の場合：度数の入らない眼鏡
③調節麻痺剤の点眼
向精神神経薬（主にアモバルビタール）100％の視力改善

その他 外来カウンセリング、簡易精神療法や箱庭療法など

＊眼鏡度数のチェックと装用状態の把握がポイント

①完全屈折矯正（屈折矯正値は調節麻痺薬点眼後の屈折値から毛様
体筋の生理的トーヌスを 0.5～1.0 減弱させた度数の場合あり）

矯正法

眼鏡（またはコンタクトレンズ）
屈折矯正のみで視力向上した場合：1 年に 1～2回の経過観察
②屈折矯正のみでは、視力改善が得られない場合：視力増強訓練

（１眼のみに弱視が残存した場合は、1日 3～5時間の時間遮閉と
固視訓練、視力増強訓練）

完全屈折矯正の眼鏡で視力が低下した場合：視力矯正眼鏡を再作製

③向精神神経薬（主にアモバルビタール）94％の視力改善視能矯正学
Ｐ378 より

a）視力

（１）単眼視力

片眼弱視→健眼と等しい視力に

両眼弱視→該当年齢の正常値レベル

（２）読みわけ困難

（字ひとつ視力ー字づまり視力）

＝正常児のレベルになった場合

（３）両眼開放視力

弱視眼の両眼開放視力が単眼にした時と

同じレベルに

（ｂ）固視

固視ずれの程度と部位・維持能力･固視反

射が正常レベルに

（ｃ）抑制

４⊿Base-out test が有効

（ｄ）両眼視

①立体視 P453

両中心窩立体視の基準 60arc sec
（TST №７）

3 歳以上 40arc sec（TST №９）
両眼視の証拠

3歳以下 100arc sec（TST №５）

②眼位

立体視が OKか？

③その他の因子

調節力・輻湊と融像幅

（e）弱視治療のチェック項目 P453

①最高視力は出せたか？

②固視は安定した中心固視か？

③抑制は除去できたか？

④中心窩融像と融像幅は獲得できたか？

⑤適正な屈折矯正と調節は正常に保たれ

ているか？

⑥患児や父兄の心理的不安はないか？

⑦アフターフォローは充分か？

⑧視的生活の質は向上したか？

⑨初期の目標は達成できたか？

全てこれ（視性刺激遮断）だという考え方もある

非弱視となっているも

のもある。通常弱視
にこの分類はない。

屈折異常弱視の
範疇との考え方もある

微小斜視弱視

微小斜視弱視は遠視性不同視が先天性又は

生後早期に発生し、２，３歳に発見されたもの
という考え方あり

広義には屈折異常
弱視の範疇に分類

しているものもある
視能学P439

要するに視力向上。その為
に正常な状態にするには？
今は②訓練③は行わない方向。

１

５

片眼の視力向上が

目的だが、これは両
眼性なので両眼視訓
練も込みで出来る。

弱視の治療 参考）内田 冴子：視能学 P439～455

２

４

２

視器や視路に何らかの
器質的障害があるため

生じた視力障害で、視能
矯正の対象にならない。


